
Ⅰ．クリーンなエネルギーを賢く使おう

Ⅳ．３Ｒとエシカル消費を進めよう

Ⅱ．地球に優しいスマートインフラを整備しよう

Ⅴ．地球環境を考え行動する人づくりを進めよう

Ⅲ．環境と社会にも配慮したガバナンスを進めよう

Ⅵ．気候危機に今から備えよう

板橋区地球温暖化対策実行計画2025の進捗状況について

１ 本計画について

（２）今後の方向性
区民生活では、「いたばし環境アクションポイント事

業」の実施により、省エネ行動の定着が進みつつある

が、事業活動における省エネ行動の定着については、

東京都とも連携し、事業者の省エネ行動を支援する施

策（メニュー）の活用を進めるとともに、事業者のニー

ズにマッチした施策を検討していく。

区内の大規模建築物における省エネルギー化につ

いては、今後国による省エネ基準の改定などがある中

で、その動向を注視しながら推進を図っていく。

（１）評価
区内の電気・ガスの使用量の削減は、電気が前年度
比で減少、ガスが微増となっている（成果指標：電気・
ガス「漸進」）。「いたばし環境アクションポイント事業」
は、区民の参加者が大きく増加しており、区民生活で
は、省エネルギーのライフスタイルが定着しつつある。
区内の大規模建築物（建設時）における省エネルギー
設備の導入は、拡大の状況がうかがえる（太陽光発電
設備・給湯設備・断熱窓：成果指標「順調」）。区有施設
への再生可能エネルギー100％電力の導入も前年度
比で増加となっており、建築物のゼロエミッション化
の進展が見られる。

（２）今後の方向性

「地球に優しいスマートインフラ」について
は、区内には様々な緑の資源があり、これら
の資源を豊かにしていくという観点も踏ま
え、取組みのあり方を検討
していく。
「緑のカーテン」は、家庭を
はじめ民間への普及・啓発に
ついて、工夫を凝らし取組み
を進めていく。

（１）評価

区内の生産緑地地区の指定面積はほぼ
横ばいの状態にあるが（成果指標「後退」）、
他の緑の資源とともに、地域のヒートアイラ
ンド現象の緩和に寄与している。
また、区施設で取り組む「緑のカーテン」
は、室内の気温上昇を抑制する効果があり、
区民に対してＳＮＳ等を通した情報提供を
行い、家庭をはじめ民間への普及・啓発に
取り組んだ（成果指標「後退」）。

（２）今後の方向性

企業の環境活動への取組みが社会的要請

となっている中で、本計画の対象施策（指

標）の活用はもとより、国や東京都と連携し、

企業の環境活動に資する施策等の周知・啓

発を図り、企業の環境活動を支援していく。

（１）評価
環境(Environment)・社会（Social）・ガ

バナンス（Governance）の観点を持った企

業活動が重視されている。

本計画では、省エネルギー診断の利用や製

品開発（板橋製品技術大賞への応募）の促進

に取り組んでおり、進歩状況は停滞の状況で

あるが（成果指標「停滞」）、板橋区ものづくり

企業地域共生推進助成事業では、企業の環

境活動の改善につながる取組みが提案され

るなど、一定の企業活動の広がりも見られる。

（１）評価

風水害に強いまちづくりを推進していく
中では、区民生活で雨水を有効利用する取
組みも重要であり、指標の雨水タンク設置
助成の利用状況は、ほぼ横ばいであるが
（成果指標「停滞」）、風水害に強いまちづく
りの基盤の１つとなっている。
また、気温上昇の状況にある中、区内熱中
症搬送者数は増加傾向にあり、区は、夏季
に、区内施設に熱中症一時休憩所を設置し
たほか、熱中症対策を推進した。

（２）今後の方向性

気候変動対策の一環として、風水害に強

いまちづくりや気候変動に対応したライフ

スタイルの定着に向けて、本計画の対象施

設（指標）の推進はもとより、風水害対策

（防災）や熱中症対策（健康）など、区全体

で対策を推進していく。

（１）評価
令和５年度の「環境力」の高い人づくりに向けては、
「板橋エコみらい塾」等の講座や、区立小中学校等
における環境教育プログラムの実施を中心とした
取組みが行われた。
環境教育プログラムは、実施校等が増加しており、
定着の状況がうかがえる（成果指標「漸進」）。人材
育成をテーマとした環境講座や外部人材の導入は、
横ばいの実績で推移しており、幅広い視点から環
境教育に取り組むことが課題となっている。

（２）今後の方向性
人材育成をテーマとした環境講座や環境教育プ
ログラムは、継続した取組みを進め、環境教育の
基盤を高めていく。
人材育成をテーマとした環境講座等に多くの区
民等に参加いただけるよう、企画内容や周知等に
ついて工夫を凝らしていく。外部人材の活用につ
いては、実施者による人材確保だけでなく、エコ
ポリスセンターのネットワークを活用・拡充し、幅
広い視点から環境教育に取り組んでいく。

（２）今後の方向性

令和６年度から、区内全域

にプラスチックの再資源化

事業を拡大し、さらなるご

みの減量とリサイクル率の

向上を図っていく。

（１）評価

ごみの減量が順調に推移している（成果
指標「順調」）。区民一人当たりの一日のご
み排出量は、ごみ減量や食品ロスの削減へ
の区民意識の定着を背景に、令和７年度の
目標値を前倒しで達成する状況となってい
る。
また、リサイクル率は、資源の回収量が減
少しているため、前年度比微減となってお
り、その向上が課題となっている（成果指標
「漸進」）。

■区域施策編

（１）位置付け

地球温暖化対策の推進に関する法律第２１条第４項
で定める地方公共団体実行計画であり、気候変動適
応法第１２条で定める地域気候変動適応計画を包含
する。

（２）計画期間

５年間 ２０２１年度から２０２５年度まで

（３）指標

〇数値指標
目標に対する進捗度評価（順調、漸増、停滞）
〇数値指標の設定が困難な施策
進捗度を評価（進展、横ばい、後退）

（4）指標の評価

２０２３年度の評価（２５項目）は、順調が６項目、漸進
が６項目、停滞が３項目であった。また、数値指標の設
定が困難な施策は、進展が１項目、横ばいが１項目、後
退が２項目であった。
※「６つの基本方針」に対する評価（６の基本方針に指
標２５項目を含む）は、下記を参照。

■区域施策編

① 進捗状況の評価

区内の電気・ガスの使用量の削減は、電気が前年度比で減少、ガス
が微増となっている。区民等の省エネ行動の定着を目的とした「いた
ばし環境アクションポイント事業」は、区民の参加者が大きく増加して
おり、区民生活では、エネルギーを効率的に生みだし使用するライフ
スタイルの定着が進んでいる。
区内の大規模建築物（建設時）における省エネルギー設備の導入（太
陽光発電設備など）は、拡大の状況がうかがえる。区有施設への再生
可能エネルギー100％電力の導入も前年度比で増加となっており、
建築物のゼロエミッション化の進展が見られる。
温室効果ガス排出量は、2013年度を基準に2025年度30％削減、
2050年度実質ゼロを目標に、令和５年度実績（数値は令和３年度実
績）では、15.7％の削減となっており、漸進となるが、確実な目標達
成に向けて、一層の取組みが必要である。
※ 大規模建築物とは、延べ床面積2,000㎡以上の建物等を指す。

② 今後の方向性

区民生活においては、「いたばし環境アクションポイント事業」の実施
により、省エネ行動の定着が進みつつあるが、事業活動における省エ
ネ行動の定着については、様々な手法で推進していく必要がある。東
京都と連携を深め、事業者の省エネ行動を支援する施策（メニュー）の
活用を進めるとともに、事業者のニーズにマッチした施策を検討して
いく。
区内の大規模建築物における省エネルギー化については、今後国に
よる省エネ基準の改定等がある中で、その動向を注視しながら推進を
図っていく。

■事務事業編

（１）位置付け

地球温暖化対策の推進に関する法律第２１条第１
項で定める地方公共団体実行計画である。

（２）計画期間

４年間 ２０２２年度から２０２５年度まで

（３）指標

〇数値指標
目標に対する進捗度評価（順調、漸増、停滞）

（4）指標の評価

令和５年度の評価（３項目）は、順調が1項目、漸進

が2項目であった。

＜指標＞

①高圧受電施設への再生可能エネルギー

１００％電力の導入拡大

②再生可能エネルギー１００％電力を使用した

電気自動車（ＥＶ）の導入

③庁内で使用するプラスチック製品の使用抑制

■事務事業編

① 進捗状況の評価

区の高圧受電施設への再生可能エネルギー100％電力の
導入は、令和５年度は16施設に導入、安定した電力導入が
行われている。
また、区施設へのウォーターサーバーの設置は、令和５年
度12施設に導入、多くの区民等の利用によりマイボトルの
利用促進につながった。
区の温室効果ガス排出量は、２０１３年度を基準に、2025
年度３６％削減、２０５０年度実質ゼロを目標に、令和５年度
実績では、15.0％の削減となっており、漸進となるが、着実
に進んでいる。

② 今後の方向性

区の高圧受電施設への再生可能エネルギー100％電力の
導入は、令和６年度は、安定供給に向けて供給事業者の確保
を図り、導入施設を拡大していく。
区施設へのウォーターサーバーの設置は、設置施設の導入
を図るとともに、令和６年度より、熱中症特別警戒アラート
の発令開始を背景とした、区施設でのクーリングシェルター
の設置を踏まえ、設置施設のさらなる拡大を検討していく。

２ 令和５年度の総括

区内エネルギー使用量
電気↘ガス↗

建築物のゼロエミッション化の進展 事業者の活動支援
緑の資源の保全と回復、
緑保全の普及・啓発の推進

事業者の活動支援

ごみ排出量の削減

プラスチック資源化を踏まえた
リサイクル率の向上 環境プログラムの着実な実施

環境教育へのＤＸの活用などの
機会充実やネットワーク拡充

風水対策や熱中症対策を含めた
気候変動対策の推進

指標の評価（区域施策編 基本方針）
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【参考１】 指標の評価 

 
【表１－１】 指標の評価（区域施策編） 

基本方針 

数値指標 方向性指標 

順
調 

漸
進 

停
滞 

そ
の
他

※ 

進
展 

横
ば
い 

後
退 

そ
の
他

※ 

Ⅰ．クリーンなエネルギーを賢く使おう ５ ３ ０ ３ ０ ０ ０ ０ 

Ⅱ．地球に優しいスマートインフラを整備しよう ０ ０ ０ ０ ０ １ ２ ０ 

Ⅲ．環境と社会にも配慮したガバナンスを進めよう ０ ０ ２ ０ ０ ０ ０ ０ 

Ⅳ．３Ｒとエシカル消費を進めよう １ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

Ⅴ．地球環境を考え行動する人づくりを進めよう ０ ２ ０ ０ １ ０ ０ １ 

Ⅵ．気候危機に今から備えよう ０ ０ １ １ ０ ０ ０ １ 

計 ６ ６ ３ ４ １ １ ２ ２ 

※基準年値又は実績値のどちらかの数値が無く比較ができない項目や、数値の増減で良し悪しを評価すること

ができない項目については、「その他」として集計した。 

 
【表２－１】 指標の評価（事務事業編） 

柱となる取組 

数値指標 ※ 

順
調 

漸
進 

停
滞 

Ⅰ．区施設の整備におけるゼロエミッション化の推進 ― ― ― 

Ⅱ．再生可能エネルギー１００％電力の導入拡大 ０ １ ０ 

Ⅲ．次世代自動車及び充電設備の率先的な導入・活用 ０ １ ０ 

Ⅳ．板橋区版プラスチック・スマート（庁内）の推進 1 0 ０ 

Ⅴ．職員の意識改革・行動変容 ― ― ― 

計 1 2 ０ 

※Ⅰ及びⅤは数値指標の設定が困難なため、めざす方向性や取組内容のみを示す。 

 
【参考２】  実績値と進捗率 

 
【表１－２】 実績値と進捗率（区域施策編） 

指標名 

基準年値 
 

令和元年度 
（２０１９年度） 

実績値 
 

令和４年度 
（２０２２年度） 

実績値 
 

令和５年度 
（２０２３年度） 

めざす 

方向性 

目標値 
 

令和７年度 
（２０２５年度） 

進捗率 

進
捗
度 

※
１０ 

Ｉ－１ 省エネルギー行動の促進 

電力・ガスの使用

量の削減 

電力 
２３３，２９８万 

ｋＷｈ※１ 

２２５，１７１万 

ｋＷｈ 

２２３，８８５万 

ｋＷｈ※２  
２１０，６２５万 

ｋＷｈ 
４１．５％ 

漸

進 

ガス 
１６，７５５万 

ｍ３※１ 

１５，４８４万 

ｍ３ 

１５，８７０万 

ｍ３※２  
１２，０８２万 

ｍ３ 
１８．９％ 

漸

進 

いたばし環境アク

ションポイント事

業参加者数 

家庭 

部門 
― 401者 ５８３者  

１，０００者 
※４ 

５８．３％ ― 

事業所 

部門 
― ６者 ４者  

４０者 
※４ 

１０．０％ ― 

Ⅰ－２ 建築物等の省エネルギー化 

大規模建築物の建

設時における蓄電

池・省エネ給湯設

備・断熱窓導入率 

蓄電池 ― ５．６％ ２．６％  ― ― ― 

省エネ 

給湯設備 
３７．５％ ４４．４％ ５２．６％  ５０％ 

１００％ 

以上 

順

調 

断熱窓等 ６２．５％ 72．２％ ６８．４％  ７０％ ７８．７％ 
順

調 

資料４【別紙】 
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指標名 

基準年値 
 

令和元年度 
（２０１９年度） 

実績値 
 

令和４年度 
（２０２２年度） 

実績値 
 

令和５年度 
（２０２３年度） 

めざす 

方向性 

目標値 
 

令和７年度 
（２０２５年度） 

進捗率 

進
捗
度 

※
１０ 

街灯・公園灯のＬＥ

Ｄ化数（率） 

街灯 
１６，７９０基 

（６０．８％） 

２２，８３９基 

（８２．１％） 

２４，０３２基 

（８７．１％） 
 
２７，６００基 

（１００％） 

８７．１％ 
※５ 

順

調 

公園灯 
２３８基 

（１１．１％） 

１，８２６基 

（84．１％） 

２，０５３基 

（９６．０％）  
２，１３９基 

（１００％） 

９５．５％ 
※５ 

順

調 

Ⅰ－３ 再生可能エネルギーの導入拡大 

大規模建築物の建設時にお

ける太陽光発電設備等導入

率 

８．３％ １６．７％ ２６．３％  １２．８％ 
１００％ 

以上 

順

調 

区有施設への再生可能エネ

ルギー１００％電力の導入割

合拡大 

１８．９％ 
※６ 

２１．６％ ３７．２％  ６４．３％ ４０．３％ 
漸

進 

Ⅱ－１ 次世代自動車の推進 

区役所で使用している 

自動車の低公害車率 

７４％ 
※７ 

７０．１％ ７０．８％  ― ― 

横

ば

い 

Ⅱ－３ 緑化の推進 

生産緑地地区の指

定面積、緑のカー

テンに関する情報

提供回数（ＳＮＳ

等） 

生産緑地

地区の指

定面積 

９．１４ｈａ 
※３ 

８．59ｈａ ７．６６ｈａ  ― ― 
後

退 

緑のカー

テンに関

する情報

提供回数

（ Ｓ Ｎ Ｓ

等） 

４３件 
※３ 

４２件 ３１件  ― ― 
後

退 

Ⅲ－１ 環境経営の実践 

省エネルギー診断の受診件

数 
２３件 ２０件 １３件  ２７件 

０％ 

未満 

停

滞 

Ⅲ－２ 環境産業振興の促進 

板橋製品技術大賞応募数 
２４件 
※３ 

２１件 １８件  ２５件 
０％ 

未満 

停

滞 

Ⅳ－１ ごみの減量 

区民一人一日当たりの 

資源・ごみ量 

６８９ｇ 
※８ 

622ｇ ５９８ｇ  ５９８ｇ １００％ 
順

調 

Ⅳ－２ リサイクルの推進 

リサイクル率 
２１．５％ 

※８ 
２２．０％ ２１．８％  ２８％ ４．６％ 

漸

進 

Ⅴ－１ 環境教育の推進 

環境学習施設等の

来館者数、こども

動物園利用者数 

環境学習

施設の来

館者数※９ 

２８７，５１１人 ２８７，５１１人 ２９８，２６９人  ― ― 
進

展 

こども動

物園利用

者数 

６０６，５５７人 ６０６，５５７人 ５６７，１３０人  ６００，０００人 ４０．７％ 
漸

進 

環境教育プログラム 

利用校（園）の割合 

７４．４％ 
※７ 

７８．４％ ８３．８％  １００％ ３６．７％ 
漸

進 

Ⅴ－３ パートナーシップの推進 

自然の電気の共同購入 

参加登録世帯数 

（区協力による東京都事業） 

４６人 
※３ 

未実施 未実施  ― ― ― 

Ⅵ－１ 風水害に強いまちづくり 
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指標名 

基準年値 
 

令和元年度 
（２０１９年度） 

実績値 
 

令和４年度 
（２０２２年度） 

実績値 
 

令和５年度 
（２０２３年度） 

めざす 

方向性 

目標値 
 

令和７年度 
（２０２５年度） 

進捗率 

進
捗
度 

※
１０ 

雨水貯留槽（雨水タンク） 

設置助成件数 
１２件 １６件 １１件  ２０件 －１２．５％ 

停

滞 

Ⅵ－２ 猛暑対策の推進 

区内熱中症搬送者数 

（熱中症の疑い含む） 

１９３人 
※３ 

２８９人 ２６２人  ― ― ― 

Ⅵ－３ ヒートアイランド対策 

緑被率 １９．４％ 
次回 

令和６年調査 
次回 

令和６年調査  ２１％ ― ― 

※１：平成２９年度実績値 

※２：令和３年度実績値 

※３：令和２年度実績値 

※４：令和５年度目標値 

※５：進捗率はＬＥＤ化率（％）より算出 

※６：令和３年度基準年値 

※７：平成２６年度基準年値 

※８：平成２７年度基準年値 

※９：エコポリスセンター・熱帯環境植物館・リサイクルプラザの各施設来館者数の合計 

※１０： 計画最終年度の目標達成に向けた進捗状況。基準年値と比較して実績値がこのままのペースで推移した場合に、進

捗率が１００％以上になるものを「順調」、改善はしているものの１００％に届かないものを「漸進」、０％以下になるも

のを「停滞」とした。令和５年度については、５か年計画の３年目（一部を除く）であるため、進捗率が６０％以上にな

るものを「順調」とした。 

 なお、基本方針Ⅰ－１「電力・ガスの使用量の削減」については、基準年値を平成２９年度とし目標値を令和７年度

の８年間で設定しており、今回は４年目のため５０％を上回れば「順調」とした。また、基本方針Ⅰ－３「再生可能エネ

ルギーの導入拡大」については、「板橋区地球温暖化対策実行計画（事務事業編）２０２５」の計画期間が令和４年度か

ら始まる４年間であり、今回は２年目のため５０％以上となるものを「順調」とした。さらに、基本方針Ⅳについては、

「板橋区一般廃棄物処理基本計画２０２５」の計画期間が平成３０年度から始まる８年間であり、今回は６年目のため

７５％以上となるものを「順調」とした。その他、数値による指標の設定が困難で目標値設定なしの指標については、

基準年値に対して実績値が５％以上増加（「めざす方向性」が下向き矢印の場合は減少）したものを「進展」、５％以上

減少（同増加）したものを「後退」、増減が５％未満のものを「横ばい」とした 

 
【表２－２】 実績値と進捗率（事務事業編） 

指標名 

基準年値 
 

令和３年度 
（２０２１年度） 

実績値 
 

令和４年度 
（２０２２年度） 

実績値 
 

令和５年度 
（２０２３年度） 

めざす 

方向性 

目標値 
 

令和７年度 
（２０２５年度） 

進捗率 

進
捗
度 

※ 

高圧受電施設への再生可能エネルギー１００％電力の導入拡大  ※区域施策編Ⅰ－３に同一指標あり。 

再生可能エネルギー１００％

電力の導入拡大 
１８．９％ ２１．６％ ３６．５％  ６４．３％ ３８．８％ 

漸
進 

再生可能エネルギー１００％電力を使用した電気自動車（ＥＶ）の導入 

本庁舎の庁有車への電気自

動車導入及び台数拡大 
０台 １台 ０台  ９台 １１．１％ 

漸
進 

庁内で使用するプラスチック製品の使用抑制 

区施設へのウォーターサー

バーの設置及び施設数拡大 
０施設 ４施設 １２施設  ２６施設 ５７．７％ 

順
調 

※計画最終年度の目標達成に向けた進捗状況。基準年値と比較して実績値がこのままのペースで推移した場
合に、進捗率が１００％以上になるものを「順調」、改善はしているものの１００％に届かないものを「漸進」、
０％以下になるものを「停滞」とした。 


